




一 バス輸送 をめ ぐる公 ・共 ・民のパ ー トナーシ ップ=
1.本論文の主旨と構成





った。スムーズな政策転換がnら れうることを狙いに、需給バ ランスの決定 を市場に委ねた
場合に生 じうる弊害に対処可能な方策をも模索するため,運輸大臣か ら(旧)運 輸政策審議
会(現 交通政策審議会)への諮問がなされ、本論文が対象 とするバス事業については自動
車交通部.会が検討することとなった。同部会は需給調整規制廃止に伴 う条件整備 を検討 した







に顕著に見 られるようになった新たな動向を踏 まえた政策の新展開を論 じたものである。.衰
退産業とも言われるバ.ス産業が自由競争を原則 とする市場の中で生 き残 るため、また活動の
余地を探るために何が必要とされるのかを、経済学 ・経営学の基礎理論に基づき、多くの事
例研究を用いて鋭意論じたものである。そこでの切り口を、公(政 府)・共.(非営利組織)・







非営利組織 との関連での考察が必要となってくる。これらの状況を考慮 して、論文提 出者は




























3.2「 自治体バ ス」「コ ミュニテ ィバ ス」「公営バ ス」
第1部 バ ス事業 と乗合バ.ス市場 に関す る基礎 的考察
第1章 バス事業 およびバ ス路線網の特質 一 ネ ッ トワークの観点か ら一
1.は じめに
2.公 益事業 ・ネッ トワー ク産業 と してのバ ス事業
2.1バス事業 と公益事業 的属性





3.1リ ンクの物理的性質 とネ ッ トワークの特性
3.2「見 えに くいネ ッ トワーク」 と してのバ.ス路線網




第2章 乗合バス市場の構造変化 と政策対応 一規制緩和 までの回顧 と日本型パ ー トナ ー シ
ツプの展望一
1.は じめに
2.交 通に関す るライフサ イクル説 の再検 討
2,1交通機関の ライフサイクル説
2.2製品 ライフサ イクル説の交通 サー ビスへの適周
2,3ノ」寸舌





4.需 要後退期の規制緩和 と日本型 パ ー トナ ーシップ
4,1規制緩和後の乗合バ ス市場 の展望
4.2口本型パ ー トナ ーシップの重要性
4.3イ ギ リスに見 るパー トナーシ ップの系譜





第3章 バ ス事業 におけ る規模 ・範囲 ・密度 の経済 一文献 サニベ イに基づ く論点整理一
1.は じめに
2.規 模 ・範 囲 ・密度の経済の基礎的概念
2.!規模 ・範囲 ・密度の経済の一般 的概 念
2.2一般 的概念のバ ス事業への適用
3.車 両 レベル における検討




3.2バスの車両 に働 く規模 ・密度の経済
4,路 線網 ・事業者 レベル における検討
4.1路線網 ・事業者 レベルでの規 模の経済 と 「営業所」の概念
4.2路線 網 ・事業者 レベルでの範囲の経済
4.3バス事業 におけ る事業者規模 の決定要因
5.お 才フりζこ
第4章 バ ス事業 における分社化 の意義 と動向 一事例研究 を中心に一
1.は じめに
'1
.分 社化の意義 とバ ス事業 における特質
2,1日本の企業 システムにおける分社化 の意義





4.1鉄道 事業 とバ ス事業の分割:神 戸電鉄(神 鉄バス)
4,2バス事業内の事業分割 ・地域分割:東 海 白動 車
5,お 才)りに
第5章 規制緩和後 の乗合バ ス運賃 一運賃制度改革 とその行方一
1.は じめに
2.運 賃水準の規制 ・設定 とヤー ドスティック競 争
2.1ヤー ドステ ィ ック競 争 と標準原価制度
2,2規制緩和下 における標準原価制度 の問題点
3.運 賃体系の規 制 ・設定 と上限認可制
3.1上限認 可制 の概要 と理論 的帰結
















































第9章 イギ リスにおけ るコ ミュニテ ィ輸送の動向 一 日本への示唆 を求めて一
1.は じめに
2.コ ミュニテ ィ輸送 の定義 と概要
2.1コ ミュニテ ィ輸送の定義
2.2コ ミュニテ ィ輸送の種類
3.コ ミュニテ ィ輸送の制度的 ・政策的背景
3,1コユニ テ ィ輸送の許可制度
3.2コ ミュニテ ィ輸送 と社 会的排除対策
4,コ ミュニテ ィ輸送の支援方策
4.1地方交通協定(RTP)の しくみ
4.2コ ミュニテ ィ輸送協会(CTA)に よる支援
5,日 本への示唆
5,1地域 協議会へ の非営利組織の参加
5.2目本版 コ ミュニテ ィ輸送協会の可能性








3.2住民協議会(法 人格 のない任意 団体)
3.3NPO法人
4.京 都府内の事例
4.1非営利組織 とバ ス運行 の経緯
4.2京都府 内の事例 の特徴
5.NPO法 人生活バ ス四 日市の事例
5.1非営利組織 とバ スzitの経緯
5.2生活バ ス四 日市の事例の特徴
6,支 援方 策お よび制度設計への示唆














「公共」、「自治体バス」 と 「コ ミュニティバス」と 「公営バス」についての説明が前以ってな







第1章では、バ ス事業 とバ ス路線網の 日本での特質が考察 されてい る。バ ス事業は属性 的に
は公益事業 とは言 いがたい.が、明 らかにネ ッ トワーク産業のひ とつ であ るとの位置づ けから、
他の ネ ッ トワーク産業 との比較 を、 インフラス トラクチ ャーの物 理的特性 とネ ッ トワーク効
果の観点 か ら試み てい る。バ.ス路線網 が 「見 えに くい ネ ッ トワーク」で ある こと、バ ス路線
網 に働 くネ ッ トワーク効果で は需要側 と供給側 の もの が想定 され るが、後者 の もの(範 囲の
経済、培養効果)が 重要であ り、 これが路線網 の規模 と運営 を規定 す ることが示 され ている.
ただ し、公益事業属性 に関す る議論 では、必需性 と需要の価格 弾力性 につ いての記述 に正確
さを期すべ き余地 が残 されている。
第2章では、 日本のバ.ス事業 、乗合 バス市場につ いての100年にわ たる歴 史的経緯 を辿 る上
で、かつて交通論の研 究で展開 され た ライフサ イクル説 によ る検討 が試 み られてい る。プ ロ
ダク トライフサイクル説、製品 ラ.イフサ.イクル説 等 をも参照 し、論文提 出者 は乗合バス市場


















ベル」と 「路線網 ・事業者レベル」に分けて考察することが提案 されている。費用構造は規
模 ・範囲 ・密度の経済の有無に依存するところが大 きいこともあり、それらの一般的概念を
考察した上で、当該概念のバス事業への適用を論 じている。その帰結として、⊥記の2つのレ
ベルへの類別となるが、前者では航空事業における 「機材規模の経済性」に関する先行研究






















ら乗合バス.事業に導入 されている標準原価制度を、近年のインセンテ ィブ規制の中で主張 さ
れているヤー ドステ ィック競争の制度設計の観点から改めて評価 し,規制緩和に伴って制度
上の前提条件が崩れたことによる問題点への対応策を示 している。後者では今回導入 された
上限認可制の理論的帰結をラムゼイ運賃体系との比較を通 じて明らかに した上で、そのイン
パ クトを武蔵野市のムーバスを契機に全国的に広がっている 「100円バ スブーム」との関連で
考察 している。前者に関しては,第1章の項で指摘 した需要の運賃弾力性 をめぐる記述に、こ
こで も説明を明確にすべ き余地が残 されている。
なお、第2部を通 じてバス産業が衰退産業であることへの背景の更 なる論及、具体的には運
転者の質、労使関係の処理の費用といった面があれば、説得力は一層増 したであろう。













































公 ・共 ・民のパ ー トナーシ ップを担 う 「公」 は第3部で、「民 」は第2部で検討 されたが、も
うひ とつ の 「共」ついての非営利組織の行動 と地域の問題 が第4部で扱 われ、これ を もってす
べての アク ターにつ い ての検 討 がな され る構成 とな って いる。 こ こで は2章が用意 されてい
る。
日本への示唆を求めて海外の代表的事例 として、イギ リスの コ ミュニテ ィ輸送の動 向が第9









交通政策の一環と捉 えられていることから、これに対す るコミュニティ輸送の役割 も述べら
れる。
本章の核心 となっているの は、コ ミュニテ ィ輸送への支援方策 としての地方交通協定
(RTP)とコミュニティ輸送協会((ｰra)に注目している点である。ここで、地域交通協定で
は補助制度(RTP制度)と 、その補助金の受け皿 となる組織(RTP)の双方が意味 される。
コミュニティ輸送協会はコミュニティ輸送に関連する組織が加盟する中問支援組織である。
これ らの具体的動向から、日本に対 し、わが国ですでに組織 されている地城協議会に輸送サ


















どまっているが、これだけの研究 をして きたことか らも、本論文 としてのまとめが要請され









して取 り組んできた研究の集大成であり、着実に積み重ね られた事例研究を、経済学 ・経営
学の理論体系の中で類型化 したものである。そこには理論と現実のバランスを可能な限 り融
合 させようとする試みと努力が確認 されうる。.論文提出者自ら多くの地域に足を運び、そこ




に注目し、需要後退期に入っているバス事業の生き残 り方策を 「公 ・共 ・民のパー トナーシ






り組みの結果 と相侯 ってのもの と評価 される。
2.本 論 文 の 短 所
一方 、本論文 には次の よ うな短所 も散見 される。
(1)本論文の キーワー ドで ある 「公 ・共 ・鋭のパ ー トナーシ ップ」 は地域 によ り、交通へ
の関心 の強 さに依存 する と考 えられ る。 さらにこれ を広域行政 で問 う場合、パ ー トナ ーシ ッ
プがあ る場合 とない場合 では今後の政策展開が変 わって くるこ とが想 定 され るが、 この側面
への言及は限 られてい る、事例研究 の適 切性 を整理す る ことが要請 され るところである。
(2)「共」 としてのNPOに はあ らゆ る地域で その役割 を期待 す ることは難 しいので、その
















の業務 にも貢献 した。2002年4月より近畿大学商経学.部特任講師、2004年4月か らは同経営学
部講師(特 任講師から任用替)と して教育 ・研究に鋭意従事 している。
論文提出者 は大学院在学中より研究成果を着実に発表 し、修上論文 「首都圏 ・近畿圏鉄道
市場の分析」を始め、学術誌を中心に単独論文13本、共同論文z本、学会発表は7回に及んで
いる。この世代の研究者の業績 としては十分なものである。また、日本交通学会、公益事業
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